
 ‐1‐ 

地震調査研究推進本部 

第52回政策委員会・第61回総合部会議事要旨（案） 

 

１．日時 平成２８年１１月２９日（火） １０時００分～１２時００分 

 

２．場所 文部科学省 ３Ｆ１特別会議室 

（東京都千代田区霞が関３－２－２） 

 

３．議題  

（１）地震調査研究推進本部の成果の普及方策について 

（２）観測データの流通・公開のあり方について 

（３）政策委員会・地震調査委員会の検討状況について 

（４）その他 

 

４．配付資料 

資料 政５２総６１－(１) 地震調査研究推進本部政策委員会・総合部会構成員 

資料 政５２総６１－(２) 地震本部の成果の普及展開に関する現状と課題 

資料 政５２総６１－(３) 観測データの流通・公開に関する現状と課題 

資料 政５２総６１－(４) 政策委員会・地震調査委員会における今後の予定 

 

参考 政５２総６１－(１) 地震調査研究推進本部第51回政策委員会 議事要旨 

参考 政５２総６１－(２) 地震調査研究推進本部第51回政策委員会 議事要旨 

（非公開議題） 

参考 政５２総６１－(３) 地震調査研究推進本部政策委員会第60回総合部会 議事要旨 

参考 政５２総６１－(４) 地震調査研究推進本部政策委員会第60回総合部会 議事要旨 

 （非公開議題） 

参考 政５２総６１－(５) 地震本部ホームページ「データ公開ポータルサイト」掲載内容 

一覧 

 

５.出席者 

（政策委員会委員） 

天野 玲子 国立研究開発法人防災科学技術研究所審議役 

国崎 信江 危機管理アドバイザー 

小平 秀一 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

  地震津波海域観測研究開発センター研究開発センター長 

瀧澤美奈子  科学ジャーナリスト 

鍵本  敦  神戸市危機管理室長 

（久元 喜造 神戸市長 代理） 

平田  直 国立大学法人東京大学地震研究所教授 

       （地震調査委員会委員長） 

横田  崇  愛知工業大学工学部教授／内閣府政策参与 

岩田 美幸  内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付参事官 

（中島 明彦 内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）代理） 

梅原 徹也  経済産業省産業技術環境局知的基盤整備推進室長 

（末松 広行 経済産業省産業技術環境局長 代理） 

黒川純一良  国土交通省水管理・国土保全局防災課長 

資料 政５３総６２－（１１） 
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（山田 邦博 国土交通省水管理・国土保全局長 代理） 

 

（常時出席者） 

上垣内 修  気象庁地震火山部長 

   （橋田 俊彦 気象庁長官 代理） 

村上 広史  国土地理院長 

 

（総合部会長） 

長谷川 昭 国立大学法人東北大学名誉教授 

 

（総合部会委員） 

 入倉孝次郎  愛知工業大学地域防災研究センター客員教授 

 金子 美香  清水建設株式会社技術研究所安全安心技術センター センター所長 

重川希志依  常葉大学大学院環境防災研究科教授 

立花 正人  横浜市危機管理監 

中森 広道  日本大学文理学部社会学科教授 

中村 浩二  気象庁地震火山部管理課地震情報企画官 

（野村 竜一 気象庁地震火山部管理課長 代理） 

池田 雅也  内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当）補佐 

（廣瀬 昌由 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担

当） 代理） 

 丸楠 暢男  損害保険料率算出機構火災・地震保険部長 

 

（事務局） 

白間竜一郎  大臣官房審議官（研究開発局担当） 

谷  広太  研究開発局地震・防災研究課長 

松室 寛治  研究開発局地震・防災研究課防災科学技術推進室長 

中村 雅基  研究開発局地震・防災研究課地震調査管理官 

和田 弘人  研究開発局地震・防災研究課地震調査研究企画官 

根津 純也  研究開発局地震・防災研究課課長補佐 

三浦  哲  文部科学省科学官 

 

６.議事概要 

（１）地震調査研究推進本部の成果の普及方策について 

・資料 政５２総６１-(２)「地震本部の成果の普及展開に関する現状と課題」に基づき、

地震本部の広報の取組状況や課題について、事務局より説明があり、議論を行った。主

な意見は以下の通り。 

 

平田委員：事務局が整理していただいて、問題点がよく分かるようになったと思う。 

   地震本部は効果的な広報をする必要があるのだが、地震本部の最終的なアウトプッ

トは実は広報である。いろいろな調査をやったり、研究をやったりするのは、その科

学的な知見を行政や国民の一般の方に知らせることが、地震本部の最終的なアウトプ

ットになっている。つまり、地震本部が何か規制をしたり、法律に基づいて強制的に

何かをすることではなく、知識を知っていただくことが最も重要なところだと思う。

きちんと広報しなければ、幾ら研究しても地震本部の意味がないという観点で議論さ

れることは大変重要なことだと思う。 

   その際に、この色の問題については、最近いろいろ御指摘があったので、非常に象
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徴的な例であるが、一般の人に分かりやすく説明することについては、地震以外のい

ろいろな分野でいろいろな研究、社会的な実践が行われてきている。気象庁ではずっ

と行ってきているが、地震の広報においても、そのような一般的な知識や経験に基づ

くことを意識する必要があると思う。 

   それで、一般的に行われている、つまり理学の分野だけではなくて、工学や社会科

学の研究の成果をうまく取り入れるということと、もう一つは、世界的に行われてい

ることとの調和も必要だと思う。信号の色が赤・黄・緑というのは世界中どこに行っ

ても信号機を見ればみんなきちんと道路を渡れるということは世界的な標準である。

必ずしも世界標準が日本に合わないこともあるかもしれないが、そこはよく見た上で

使うということが必要である。色は非常にはっきりしていて、国際的な標準もあるの

で割と簡単であるが、一方で確率というものが非常に分かりにくいことも世界的に言

われている。しかし、それでもアメリカやヨーロッパの地震のある地域やアジアでは

使われていることなので、違う分野の知見を取り入れるということと、国際的な一種

の基準を地震本部もかなり意識してやることが必要と思う。 

   そういう意味で、今日の資料でいろいろと例が挙がっていることについては、大変

いい方向だと思う。 

 

長谷川部会長：地方自治体の防災担当者の方々に、どのように地震本部の成果を使ってい

ただくか、理解していただくかというのは重要だと思うが、先ほどの御説明の中では

気象庁と連携を強化するとあった。気象庁はこれまでそのような実績を持っておられ

るので、気象庁と連携強化されるというのは非常に良いことだと思うが、具体的にど

のように実施するのか少し御紹介していただけると、何となくイメージがつかめると

思う。 

 

根津補佐：具体的に今、気象庁と話をしているのは、資料 政52総61-(2)の2ページ目、緑

色の枠に書かせていただいているが、まず、地域ごとに活断層の解説資料のようなも

のである。地震本部で活断層の地域評価を公表しているので、それを踏まえつつ、地

域ごとに活断層の説明資料を協力して作成する。地方気象台の方では、毎年地方自治

体の防災担当の方へいろいろなことを御説明する機会があると聞いているので、全て

の機会に文科省の担当者が同席するのは難しいかもしれないが、文科省の担当者もお

伺いをして、活断層に関する情報や地震に関する情報を、理想的には地域ごとに作っ

た解説資料を用いながら御説明をさせていただき、地震本部の最新の成果等を地方自

治体の防災担当の方にも知っていただくことを、ある程度単発でやるというよりは、

通年的にスケジュールを組んで計画的にやっていくことで、今、相談をしているとこ

ろである。 

   ただ、まだまだ話をしながら詳細を詰めている段階である。詳細が詰まっていれば

この資料で御紹介できれば良いと思っていたが、少し流動的な部分があるものの、基

本的な考え方としては御説明した通りで、今、相談をしている状況である。 

 

長谷川部会長：系統的に全ての地方自治体にできる取組にしていただけると良いという気

がする。単発的ではないとの説明があったが、その辺は非常に重要という気がした。 

 

重川委員：私たちも含めて、最もこのような情報に皆の関心が高まるのは、実際に地震が

起きたときだと思う。 

   地震発生時には必ず気象庁が会見をし、それをたくさんの人が一生懸命見ている。

直後にということは難しいかもしれないが、やはり地震発生時に気象庁がテレビに向

かっていろいろ発表する情報の中で、例えば活断層の評価とか何らかの形で、その時々
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で組み込めるものがあれば良い。そのような機会を通じて今までの成果、今現在分か

っている成果を組み込んで発表することは、どのような情報をどの時点でどのように

使うかは、地震や状況によって使える場合、使えない場合あると思うが、一般的な広

報の観点から言うと、一番見る人も多く、関心も高いという場ではないかと思う。 

 

野村委員代理（中村）：今、御意見いただいた件について、8月に熊本地震を踏まえた地震

活動の見通しに関する情報の在り方を地震調査委員会で検討していただいた。そのと

きの整理の一つとして、ある地震活動の見通しを伝えるときに、近傍に活断層がある、

あるいは海域であれば長期評価のある海溝型地震の評価がある場合で、今起きている

地震に関連して言及すべきという判断ができたときには、活断層の長期評価結果、あ

るいは海溝型地震の長期評価結果と合わせて報道発表資料、あるいはそれに合わせて

記者会見のときに解説することも必要だという御意見を報告書でいただいた。気象庁

の方としても、報告書に基づいて、今後そのような地震が起きた場合には、地震調査

委員会の評価結果等も使いながら、注意喚起していくことにしている。 

 

国崎委員：パンフレットについて、子供向けのパンフレットで、つい最近も小学校全生徒

に向けて防災講演をする中で、この子供向けのパンフレットを文科省にお願いしたと

ころ、もうぎりぎりこれしか出せないということで、数が決まっていた。現在、在庫

が少なくなっている中で、これは今、インターネットでPDFでもダウンロードできるが、

今後予算化して定期的にこれを在庫として確保することは考えているか。それとも、

もう作らずに、PDFだけで対応していくという考えなのか。 

 

根津補佐：事務局としても、パンフレットを潤沢に印刷して、どんどん撒いていきたいと

いうのが本音ではあるが、国全体で広報経費が中々付きにくいという状況である。本

当はしっかりと印刷して準備していきたいが、予算の状況等を見ながら、もちろん御

要望が強いものであれば印刷したいと考えているので、今回委員からお話しいただい

たことも含めて、どの程度印刷できるのか検討をしていきたい。広報経費のようなも

のは存在するので、優先順位付けになってくると思う。 

 先ほど申し上げた通り、例えば気象庁とイベントを開催することになっているが、

会場費等で数百万円支出する予定であるため、ある程度小さい会場にしてパンフレッ

ト印刷に回すといった、やりくりの話になってくると思うので、優先順位も含めて検

討させていただきたい。 

 

国崎委員：このようなパンフレットを作った後は、広報の素材としてしっかり位置付けら

れているので、今後印刷する、しないも含めて、広報の方向性をこのパンフレットで

どのように位置付けていくのか考えていくべきと思う。ある時は在庫があり、ある時

きはない。求めるときには実はないという状況であれば、何のためにこのパンフレッ

トを作成したのか疑問である。というのは、学校でも授業で使いたいときに、ダウン

ロードしてくださいと言われても、人数分ダウンロードするのはとても手間であり、

費用も掛かるため使いづらいという話もある。 

   よって、しっかりとしたパンフレット、冊子としていただけるのであれば、授業と

しても活用したいという意見もあるので、作成したものをどのように使ってもらいた

いのかという点も含めて、せっかくの財産であるから、御活用に向けて御検討いただ

きたい。 

 

中森委員：前回8月の総合部会の際には思い付かなかったが、9月に熊本地震の被災自治体

に伺ったときに感じたことであるが、この広報は、今どのように出していくかという
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ことがどうしても中心になっているが、このような広報やこれまで出されている成果、

例えば活断層のことについても、本当に少ないとは思うが、うまく活用できた自治体

や団体もあったと思う。熊本で現にそういったところもあった。 

   つまり、今このような広報を出していこうという話であるが、今度は広報等をうま

く使えた自治体や団体について、どのようにうまく使えたかという事例をお話しした

り、若しくはそのような自治体や団体に協力いただいて、実際の活用事例を説明して

もらう。出すためにはどうすればいいかではなく、受け取った側がうまくいった例も

あることを紹介すると参考になるかと思うが、いかがか。 

 

根津補佐：ご指摘の通りと思うので、そのような説明ができるように準備したい。 

 

長谷川部会長：具体的な事例をいくつか挙げることはできるか。 

 

中森委員：熊本地震について、私は驚いたが、益城町の方は地震のことについて余り関心

がなかったが、西原村の方は、断層の所在とそれを踏まえた地震対策を相当一生懸命

やっていた。このような話を聞いたのは、要は阪神・淡路大震災を引き起こした地震

の当時の地震発生確率が低いのに地震が起こっているという発想だったそうだ。従っ

て、地震発生確率が低くても地震が起きる可能性があるということで、当時の村長が

話をし、いろいろな形が動いて、犠牲者はいたものの、相当いろいろな対応ができた

ということである。例えば、そのような事例を紹介するなり、若しくは実際に西原村

の方々に話をしてもらいながら、この広報活動をすることも良い例ではないかと思う。 

 

（２）観測データの流通・公開のあり方について 

・資料 政５２総６１-(３)「観測データの流通・公開に関する現状と課題」、参考 政５２

総６１-(５)「地震本部ホームページ「データ公開ポータルサイト」掲載内容一覧」に

基づき、観測データの流通・公開の取組状況や課題について、事務局より説明があり、

議論を行った。主な意見は以下の通り。 

 

天野委員：質問であるが、これはデータの公開と書いてあるが、このデータというのは無

料公開というのが前提なのか。というのは、今、国立研究開発法人は開発成果の社会

実装についてかなり言われており、一部ではビジネスモデルも考えなさいといった話

まである。全部有料化ということはないと思うが、ある部分データについては有料化

することも一部には視野に入れて良いという気がしている。現実にこれから海外展開

を考えたときにも、軍事情報扱いで1年半ぐらいは絶対出てこない等、国によってい

ろいろな考え方があると思うが、やはり日本が全部オープンにすることは何かよく分

からないところである。あと、国内でも、研究のためだと思うが、国立環境研究所と

いったところでは、育成する手間はかかると思うが、いろいろな種子や苗みたいなも

のを全部有料にしているという話もあるので、全部無料公開として集めて整理するこ

とは必要だと思うが、その公開についての基本的な考え方について、もし今までその

ような御議論があり、この方向であるというのがあれば、教えていただきたい。 

 

根津補佐：私はこの議題を整理するために過去の報告書を読んだが、少なくとも過去の、

例えば平成14年にまとめられた「地震に関する基盤的調査観測等の結果の流通・公開」

のデータ公開の方針や議論の様子を拝見していると、やはり有償化はアカデミアの発

展のためにはすべきではないという御議論が大勢を占めていたと認識している。 

ただ、一方で、国費を使って整備したデータを果たして無料で全て公開していいの

かという議論は、地震に限らず全ての分野において、今まさに議論されていると思っ
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ている。例えば、今後有償化も含めて検討すべきであるという方向性を地震本部とし

て、全てではないにしても、一部でそのことも考えて良いのではないかという議論は

あり得ると思っているが、現状で一部でも有償化すべきという方針をまとめたという

ことは、少なくとも私が過去の報告書を拝見した中では書いていなかったと認識して

いる。 

 

天野委員：今ちょうど内閣府のプロジェクトや何かについても、国の研究開発機関につい

ては、社会実装や海外展開を考えなさいという段階に来ていると思う。高度経済成長

期あたりの頃には、国内市場が全てだったところもあるので、国内がこれだけの災害

大国であるから、このようなデータを有料化するのはとんでもないという考え方はと

てもよく分かるが、これからはちょうどその分岐点で、国費で作った成果を海外にも

持っていくという流れになっているところなので、このようなことを考えるちょうど

いいきっかけではないかと思い、少し発言させていただいた。 

 

長谷川部会長：流通・公開に掛かる費用がネックになって中々進まないところが一方であ

るので、それに貢献できるのであればという程度の認識だと思う。基本的に中身につ

いてはオープンにすべきということが、これまでの議論だったような気がする。掛か

る費用とは少し切り離してだと思うが、今の天野委員の御発言は掛かる費用を超えて

もう少し売るということか。 

 

天野委員：そのようなものも含まれるのではないかと思っている。というのは、ただ単に

観測してそのデータ、観測一次データだけではない気がする。いろいろな考え方を盛

り込んでさらに加工するデータや、新しい計測の仕方も考えて、素直に一次データだ

けではないデータも結構いろいろ入っているのではないか。私は一部門外漢的なとこ

ろがあるので分からないが、端で見ていて全部そのようなのも各法人の運営費交付金

の中で一生懸命頑張っていると言っている気がするので、決してそのようなことでは

ないという気がしている。 

 

平田委員：この議論は長い議論があり、天野委員のおっしゃっていることはよく理解して

いるつもりだが、少なくとも地震のデータについては、世界的に基本的に無料でイン

ターネットにより流通するというのが日本もアメリカもヨーロッパも今やっている

ことである。その一つの要素として、地震波というのは世界中に伝わっていき、国境

がないので日本の防災科学技術研究所のHi－netデータはアメリカ人もヨーロッパ人

も好きなように実は使っている。しかも、インターネットの一種のロボットを造って、

もう自由に使っている。それから、日本はまだそのようになっていないが、アメリカ

のネットワークとヨーロッパのネットワークはバーチャルに完全に統合されており、

ヨーロッパ人は自分の研究室でアメリカのデータを自分のワークステーションにリ

モートマウントしてすぐ使える環境になっている。それは地震学の発展にとっては不

可欠なので、そこで課金するようなことをすれば、多分日本の地震学者は世界中から

何を考えているのだと言われると思う。 

  もう一つの要素は、核実験の探査をやっていた時代、CTBTOがあったときに世界の

標準的な地震計を世界中に配置し、それで核実験の研究をすることが、今でも重要で

あるが、非常に重要な時期があり、それで地震学は進歩したという歴史があるので、

それを多くの人が自由にデータを見ることが重要だという認識が一方であった。  

よって、私は基本的には、少なくとも地震の生データについては、限りなく自由に使

えるようにして、実はHi－netは整備したときから皆が使えるようにする、データベ

ースを作ることもセットで整備したというある意味画期的な仕組みだった。GEONET、
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GNSSのネットワークもやはりデータを公開している。ただ、GEONETの場合には1秒サ

ンプリングという非常に高品質、高頻度、多くのデータを使うものについては手数料

のような一定の料金、データ配信・流通させるために必要な経費をとっている。気象

庁も一部データをやりとりするために必要な経費はとっているので、ある種の特殊な

サービスや、今、天野委員がおっしゃったように付加価値を付け、ある程度データを

いろいろ整備した二次処理をしたようなものについては、パッケージ化して売り出す

というのは良い考えかと思う。 

   ただ、マーケットが少ないので、努力してもあまり儲かるようなものではなく、仕

組みを作るのに経費をかけてもほとんど儲からないので、あまりやりたくないという

人が地震の研究者の中には多いと思う。ポリシーとして、一定の付加価値を付けた知

的財産については保護をして、経費をとることは一方でやる必要があると思う。今の

段階ではHi－netや気象庁のデータについては、実はかなりデータベースがきちんと

構築されて流通しているが、特に大学等では期限をかける、つまり委託研究で収集し

たデータについて論文を書くが、そのまま研究室のどこか、あるいは古いパソコンに

保存したデータがついに紛失してしまうことがむしろあるので、そのようなものは地

震調査研究推進本部がきちんと責任を持ってアーカイブして公開するという方向を

是非やっていただきたいと思う。 

 

長谷川部会長：Hi－netやGEONETといった基盤観測網のデータ云々については、多分天野

委員はそれによりという意味ではなかった。そういう意味では、今の平田委員、天野

委員がおっしゃったことは基本的には同じ認識だと私には理解できた。 

 

入倉委員：平田委員と同じことを言うが、私はずっと強震動の研究をやってきた。私が強

震動研究を始めたとき、強震動の記録というのは個人のものだった。だから大きな機

関での研究者というのは、その当時、もう四、五十年前になるが、強震記録を自分た

ちで持っていた。強震観測というのは今と大きく違っており、観測計器を大きな地震

が起こるその場に置かないと収録できなかった。記録をとるということは、非常に経

費のかかることだった。どこで地震が起こるか分かればもちろん簡単だが、分からな

いときに震源のすぐそばで記録をとるという強震観測は、私が学生の頃や研究を始め

た頃というのは、大きな大学及び大きな機関の独占物だった。私も強震動の研究は防

災のためにどうしても必要だと思い、記録が欲しいことを依頼する手紙等も書いたが、

基本的にはナシのつぶてで、記録をとることが一番の研究だった。 

   それが1995年の兵庫県南部地震の後にオープンになり、今、平田委員がおっしゃっ

た事情と全く一緒だが、Hi－netの記録以前の震源のパラメータ自体も、例えば地震

予知グループといった何らかのグループに入っていないと記録は使えなかった。これ

も大学の先生にお願いして手紙を書いたけれども、もうグループ以外は使えません、

という状況で研究が行われており、それが1995年の兵庫県南部地震である意味大きく

変わった。というのは、決して日本が変わっただけではなく、国際的にも同様の動き

があったという事情がある。そういう意味で平田委員がおっしゃったように、国際的

にデータの流通が良くなったことは、強震動研究もそうだが、ある意味画期的な地震

学の進歩につながったという意味で重要なことだと思う。しかし、それと同時にもち

ろんデータを収集する人に対するいわばリスペクトをどうするかという点は、非常に

重要な問題として残っていると思う。 

   あと、重要な点をもう一つ付け加えると、平田委員がおっしゃる通りだと思うが、

実はデータはそれだけでは使えない。例えば日本でもやっているが、どこの断層が動

いたらどの程度の震度になるかということは、一定のソフトウェアが必要になる。そ

のソフトウェアに関しても日本では必ずしもまだきちんとした公開という形にはな
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っていないと思うが、米国のSCEC等を中心として、それらを標準化して、標準化され

たものだけが公的に使えるとしてデータをオープンにしよう、要するに誰でも使える

ようにしようという動きもある。 

   だから、データだけではなく手法自体もある種の標準化をし、ある一定の期間で審

査を受けたものになるが、そのようなものもオープンにしようということも国際的に

行われていると思う。 

 

長谷川部会長：基盤観測網を作ったときにはデータを流通・公開させなければいけないと

いうことで、作るときからそのことを念頭に置いて作るべきだという報告書をまとめ

たのは、世界に日本が遅れていたからという認識があり、各委員は是非ともそうする

べきだということで書き記したと思う。その部分についてはデータが公開・流通した

おかげで、結果的に地震学が急激な進展をしたという効果があったと思う。その基盤

観測網についてはそういう意味ではある意味解決しているところだと思うが、それ以

外の部分、付加価値を付けて有料にするというのはありかもしれないが、平田委員に

よると売れないということなので、あまり見込みはないかもしれない。 

   もう一つは、その基盤観測網とは別に、今はデータが流通できていないものについ

て、それを促進する効果があれば、その手数料というと変であるが、それにかかる費

用について何か考えるというのは選択肢としてはありのような気はする。しかし、具

体的にその辺を詰めていないので今まで進んでいない。 

 

天野委員：可能性が残されていれば、それぞれひょっとしたら売れるビジネスモデルを作

られる方がいるかもしれないし、もう絶対だめだというのでなければ私は良いと思い

ます。 

 

長谷川部会長：基盤観測網以外のところで、できるだけ流通・公開が進むといいので、そ

の中の一つの選択肢としてありかもしれないという程度のことで、関係している。 

 

横田委員：データの流通・公開というのは、いつもいろいろなときに言われてきているが、

なかなか進んでいないのも実態だと思う。重要だという指摘は様々されてきているが、

先ほど長谷川部会長がおっしゃる基本的なデータ以外の部分というのは中々流通し

ていない、あるいは利用が極めて不便だということなので、そのようなデータも含め

て改めて今後検討すると書かれており、極めて重要なことだと思われるので、そのこ

とを含めて十分検討していただければありがたいと思う。 

 

小平委員：やや関連するが、本日ここでお話しされていることは基本的に公開・流通であ

るが、それと同時にデータの保管をどうするかということを、やはりきちんと議論を

整理しておいていただきたいと思っている。流通させるためには、きちんとデータが

長期にわたって保管されていなければいけないので、そこの部分が私の目から見ると

十分議論されたり実施されていないように見える。 

   本日まとめていただいた中で、それに向かって指針を作って理想的には第三次機関、

別な機関を作ってデータセンターを作るということだが、それは中々結構難しいと思

う。ただ、指針を作るというのはそれはやるべきことで、できることだと思うので、

まず一般論としての指針を作ること、それから、各委託事業に関しては具体的に発注

元が保管するデータの種類や方法についての指針、それにも具体的な指針を出して、

受ける側が、ではこのようにやりますという回答してもらう体制を作っていけば、実

施可能ではないかという気がする。 

   やはり各機関も委託事業以外で自分たちでデータを保管しているはずなので、それ
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とうまく組み合わせれば比較的経済的かつ長期にわたってデータ保管できると思う

ので、その辺の指針作りとそれをどのように徹底していくかというところを少し整理

し、実施していく必要があると思う。 

 

長谷川部会長：資料 政５２総６１-(３)の最後のスライドの短期と中期のところに書かれ

たことをまず進める。その先に長期と書かれたものがあるということだと思う。 

 

金子委員：このデータ公開ポータルサイトですけれども、今、我が国に地震に関係する情

報がどの程度、どういうものがあるか、整理していただいたところで、まずそれはす

ごく非常にありがたいものができたと認識をしている。 

   その上で、今、話に出たガイドラインについての質問であるが、中期と書いてある

ものは、いつ頃といった何か目途があるのか。というのは、やはり今後これをしっか

り保管も含めて進めていく、それから、データを増やしていく、予算を獲得していく

という中では、このガイドラインは割と急ぐのではないかという気がしており、お尋

ねする。 

 

根津補佐：説明の中でも少し申し上げたが、そのガイドラインを整理する中でも、やはり

分野ごとにデータをめぐる事情が結構違うと思っており、その点もきちんと精査をし

ないと、ある意味漠然としたルールを作ってしまい、ある分野の方から見ると、それ

は全然守れない、無理なことを求められたと思われるようなルールになってはいけな

いと思うので、整理するとなるとそれなりの時間を要すると事務局は思っている。た

だ一方で、おっしゃるとおりすぐに整備した方が良いと思うので、できるだけ頑張っ

て早く整理したいが、いつまでにということは今申し上げられない状況である。 

 

金子委員：状況はよく分かったが、いろいろな機関の状況を見ながら、でもなるべく早く

進めていただければと思う。 

 

長谷川部会長：先ほど小平委員からも発言があったが、データ散逸の恐れがあるのも事実

で、そういう意味ではあまりゆっくりしていると本当に散逸するかもしれないので、

少なくともこの中期のところまでは手を付けていただきたいということが小平委員

の先ほどの発言でもあったような気がする。 

 

国崎委員：データ公開ポータルサイトのカテゴリーに「その他」とあるが、これはどのよ

うな位置付けで情報を集められているのか、お聞かせいただきたい。 

 

根津補佐：位置付けというのは、具体的にはどういう…。 

 

国崎委員：例えば観測データだけでなく、「その他」には防災に関わるデータも入ってい

るような気がするが、上にも防犯関連というのはある。「その他」というのは、今ま

でのカテゴリーに当てはまらないが、重要だという意味合いで載せているということ

か。 

 

根津補佐：カテゴリーの分け方についての御質問という理解でよろしいか。 

 

国崎委員：まずはその通りで、「その他」の位置付けというか。 

 

根津補佐：「その他」に入れておりますのは、先ほどおっしゃったように他のカテゴリー
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には入らないけれども、ポータルサイトとしてリンクを張ることに有用性があると事

務局で考え、整理したデータということになる。ただ、もし例えばこのデータはこの

カテゴリーに入れた方が適切ではないか等、そのような御指摘があれば承り、事務局

で検討させていただきたいと思う。 

 

国崎委員：うまく説明できないが、例えば「その他」で毎月の過去の研究、観測成果とい

うことで、これは今リアルタイムではないから「その他」に入れているということか。

つまり、様々なデータをどのように振り分けているのか、これからガイドラインもで

きるということだが、そのガイドラインは単にデータに対しての情報だと思うので、

ここのホームページ上の見せ方として、カテゴリー分けという部分で何か指針みたい

なものはあるのか。 

 

根津補佐：カテゴリー分けに特に指針みたいなものは設けておらず、完全に事務局の考え

で整理をしているが、ただ、委員がおっしゃるとおり、今必ずしも考え方のようなも

のが整理されていないものもあると思うので、御指摘踏まえて整理し直してみたい。 

 

国崎委員：最初に質問の趣旨をお伝えすればよかったが、検索するときに自分の求めてい

る情報がどこにあるのかという検索をするときに、多分目次としてこのカテゴライズ

された部分を最初に見ると思うが、そこはやはり大事だと思うので、今後「その他」

が増えていくと結局、検索しづらいこともあろうかと思うので、カテゴリー分けに何

か指針があるのかについてお聞きしたかった。検索しやすいようにというのが趣旨で

ある。 

 

根津補佐：先ほど申し上げたとおり、特段カテゴリー分けに指針のようなものが今存在し

ていないので、今後検討して、例えば「その他」の中でも名前は付けられるカテゴリ

ーがあるかもしれないので、そのようなことも踏まえて検討し、なるべく「その他」

というカテゴリーは減らしていくようにしたいと思う。 

 

長谷川部会長：探そうとしている人がたどり着くのに時間が非常に掛かるというものは

中々大変である、ということだと思う。どうすれば良いのか、そう簡単ではないかも

しれないが、それについても御検討いただければと思う。何か良いアイデアがあれば、

事務局の方にお知らせいただきたいと思う。 

 

瀧澤委員：データ公開ポータルサイト、データ公開についてのお考えは大体出尽くしてい

るような気がするが、少し興味の質問で恐縮で、枝葉の話であるが、まだ学術的にオ

ーソライズされていない新しい研究手法があると思う。例えば電離圏の電子数の異常

という話が最近あり、それは例えば太陽のフレアの活動や火山活動、地震活動等いろ

いろなことと関連があるのではないかという話になっているが、そのような情報を今

後どのように取り扱っていけば良いのかと考えたが、委員方のお考えがもしあれば教

えていただきたい。 

 

谷課長：今、お話があったものはオーソライズされていないということだったが、学術論

文としてきちんと出されているものであれば、その分野の論文のデータベースのよう

なものに格納されていると思う。ただ、それ以外についても言い出すと、これは切り

がないので、基本的な線引きは論文化されたものである。例えば査読、あるいはその

学会のものであれば、論文のデータベースに整理されていると思うので、そこに見に

いけば見つかると思っている。地震調査研究推進本部のホームページの中にそのよう
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なものを全部格納するというのは必ずしも適当ではないだろうと思っているので、必

要であればそのような学会にリンクを張るといった工夫はできると思う。 

 

野村委員代理（中村）：データ公開ポータルサイトの運用指針について少し確認させてい

ただきたいが、より具体のイメージとして考える、今あるポータルサイト自身の運用

指針なのか、あるいはポータルサイトというのは今リンク集という形でできているが、

リンク先の各機関のデータ提供のページなどの何か標準化、このような形で公開して

ほしいといった、リンク先まで含めたガイドラインになるのか、もう少し具体のイメ

ージを教えていただきたい。 

 

根津補佐：事務局としては、資料作成の段階では、今おっしゃっていただいたような後者

のイメージを持っていた。ただ、先ほど国崎委員から御質問いただき、前者の意味も

あると思い、もし作るとなるとカテゴリーの考え方等も含まれるのかと思っている。

先ほど資料の中で申し上げたような意味合いでの指針というのは、リンクを張らせて

いただくリンク先の機関にもできれば守っていただきたいところも入ってくると思

う。 

   ただ、先ほど御質問の回答の中で申し上げたとおり、各機関のリンクを張らせてい

ただいていることもあり、各機関の事情、分野ごとの色々な事情等もあると思うので、

そのようなことを御相談しながら無理のない範囲で作っていく工夫も必要になるだ

ろうと思うので、そこは各機関と御相談をしながら詰めていくと思う。 

 

横田委員：少し分からなくなったので質問させていただくが、今回この案は大きくいつ実

現するか分からないとおっしゃっていたが、長期的な観点から見てデータの流通・公

開・保存が重要なデータセンターを設立するという大きな方向を出して検討してみた

いということが一つの主眼であり、ただ、どのように実現するかということは中々経

費等含めて難しいが、大きな方向を議論していくと。それを実現するまでの間に暫定

的ではあるものの、短期、中期とか書かれているが、データの流通・公開・保存はす

ごく重要なことなので、それを何らかの形で各機関の協力を求めながら皆がデータの

流通をできるようにするため、あるいはどのデータがどこにあるか分かるようにする

ためのポータルサイトやその指針を作るという理解でよろしいか。目的がどこにある

のか、よく分からなくなってしまい、改めて確認のための質問をしている。 

 

根津補佐：最終的な目的というのは、やはり地震調査研究推進本部に関するデータが適切

に公開・保存・流通する形を作ることと思っており、それに最適な形が何なのかを検

討していくことだと思っている。それに、例えば先ほど申し上げたようなデータセン

ターが、そのような形を作るのに必須であり、この規模のものが必要だということに

なれば、それを目指していく形になると思うし、経費的・規模的に非常に難しい、そ

のようなデータを全て保管して何か意味があるのか等の必要性の観点で議論があれ

ば、別の形を模索することになるかもしれない。何か形が決まっているというよりは

最終的なデータの公開・保存・流通が適切に実施される形を検討し、その実現を目指

していくことが最終の目的というイメージを持っている。 

 

平田委員：何のためにデータをアーカイブ、保管、公開するかという議論は色々あると思

うが、その中でこの議論の出発点というか、地震の調査研究にとって必要な生データ、

ローデータをきちんと保存していただきたいというのが、やはり根幹にある。つまり、

Hi－netやGEONETは収集したデータを全部保管している。それを解析・処理した二次

データ、例えば震源のデータは波形のデータから処理をして、いろいろな解析をして
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出るが、それは科学が進歩すると解析や処理の仕方が変わったりするので、もう一回

やり直すことが必要になってきたときに、生データがなくなるともうできなくなって

しまう。だから、各機関が自分の研究成果として研究成果をきちんとアーカイブ、公

開するというのは、各機関がやるべきことであるが、その基盤となる地震調査研究推

進本部としては、その元を永久にきちんと保管しておいてほしい。それは月に行って

採取してきた石を永久に保管しておくのと同じで、それはどうしても必要だと、素朴

に私は思う。 

   そこは先ほど小平委員がおっしゃったように、流通というよりはきちんと保管して

いる、アーカイブしているということが重要である。それには相当の覚悟と経費が実

はかかる。だから、それは何のためにやるかという議論はもちろん必要であるが、解

析した結果だけが残っていればいいということではなく、地震調査研究推進本部が膨

大な経費をかけて保管しているデータ、限りなく生に近いデータをきちんと保管して

いただきたいということを、本日特に強調したいと思う。 

   例えば、IODPという深海掘削計画で掘削したコアは、半分に切って、一方を解析、

もう一方を永久保存する。そして論文ができた後に、その論文に問題があるといった

場合には、世界中の研究者が残りの半分をきちんともう一度見ることができる。気象

庁はたびたびカタログ、震源のデータを再解析しているが、それができるのは元のデ

ータがきちんと残っているということである。 

   昔のデータは紙に書かれたペン書きや煤書きの記録だった、それを保管しておくの

は非常に大変であるが、今は全部デジタル化したデータになったので、そこはある意

味全部保管することができるので、できるといっても努力は大変で、経費もかかるの

で、それをコミュニティとして必要性をきちんと整理し、予算を獲得して保管してお

く。各機関が分散管理できるものについては分散管理すればいいと思うが、地震調査

研究推進本部が保管してきたデータはやはり存在するので、そこは少なくとも地震調

査研究推進本部の責任でずっとデータをアーカイブして公開する仕組みも何とか考

えていただきたい。そのための第一歩としてガイドラインを作ることは大賛成なので、

これもなるべく早くやっていただきたい。 

 

長谷川部会長：データは今平田委員がおっしゃったように、保管しておかないと散逸して

しまう一方で、保管していただけでは活用できない。そこで流通や公開という話が出

てくるわけであるが、最初に保管がないと流通や公開もあったものではないので、散

逸はまず防がなければいけないという、その面が一つあると思う。だから、やはりデ

ータ散逸は元に戻れないので、極力というか絶対に避けないといけないことだと思う

ので、こういう議論が繰り返されてきたわけである。 

   データセンターが必要であるというのは、その議論の中で意見が出てきたわけで、

データセンターがだめであれば、それに取って代わる何かを考えないと、多分散逸し

てしまう。その懸念を皆さんおっしゃっていると思うので、先ほどの繰り返しになる

が、ここで言う中期のところまではできるだけ早く検討を始めていただけるとありが

たいと、重ねてお願いする。 

 

（３）政策委員会・地震調査委員会の検討状況について 

・資料 政５２総６１-(４)「政策委員会・地震調査委員会における今後の予定」に基づき、

政策委員会における今後の予定、及び地震調査委員会における当面の公表予定について、

事務局より説明があった。主な意見は以下の通り。 

 

長谷川部会長：地震調査委員会における当面の公表予定の2番目に、四国地域の活断層長期

評価とあるが、この活断層の地域評価はこれまで九州、中国、関東と進んで、ここで
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四国と。あといくつ残っているか。 

 

中村地震調査管理官：中部地方をどのように区分するかによって、いくつというカウント

は変わるが、残っているのは中部地域と東北地域と北海道である。 

 

長谷川部会長：そうすると3つか4つぐらいか。 

 

中村地震調査管理官：その通り。あと、南西諸島も残っている。 

 

立花委員：全国地震動予測地図について、この公表にあたってはマスコミの報道の仕方が、

「横浜市何％で全国2位」や「千葉市が第1位」といった公表の仕方、記事の書き方に

なっている。そのような書かれ方をすると、もっとピンポイントで丁寧に地域を検索

し、調べられるわけで、本来のこの価値が非常に薄まってしまうのではないかという

気がする。マスコミの求めに応じて発表の仕方がそうせざるを得なかったのかもしれ

ないが、もっとピンポイント調べることができる、それがこの一番の特徴である、と

いったことをもっと説明された方が良いと思う。そうしないと、このせっかくの調査

がもったいないことになるのではないかと思う。単に横浜と東京あるいは千葉とどこ

そこの比較のような公表のされ方をすることには、もう少し気を付けられた方が良い

のではないかと思う。 

 

長谷川部会長：公表時に少し工夫をしてはいかがか、ということか。 

 

立花委員：その通り。 

 

中村地震調査管理官：この公表時の工夫の仕方については、おそらくこれまでも長らく言

われてきたことだと思っている。事務局としても工夫はさせていただいているところ

であるが、中々上手くいかないというか、かみ合わないところだと思っている。まず、

事務局側として努力は続けさせていただくところではあるが、要はどのようなアイデ

アでやるのが良いか順次寄せていただければ、こちらでもどんどん考えていきたいと

思っているので、よろしくお願いしたい。 

 

平田委員：私は地震調査委員会からこの会議に出ているので、自分で自分の首を絞めるこ

とになるのでどうしようかと思っていたが、今御指摘があったように、全国地震動予

測地図はある意味地震調査研究推進本部の最も重要なアウトプットである。これを作

るために色々な調査をやっていると言っても過言ではないので、これについては防災

科学技術研究所がJ－SHISというデータベースをきちんと作っている。J-SHISを見ると、

番地を入れればそこの確率が何％である、その確率は海で起きた地震か内陸の活断層

の影響かということも分かるし、それから地盤が硬くて揺れにくいのか、地盤が軟ら

かくてよく揺れるのか、といった情報もある。今、東京と横浜を比較したときに横浜

の方が大きくなるのは、都庁があるのは新宿である一方、横浜は海に近いことから、

確率が大分違う。そういう理由もJ－SHISのデータベースを見ればきちんと分かるが、

むしろ地震調査研究推進本部のホームページでそのことがもっとはっきり分かるよう

にした方が良いと私も思う。 

   つまり、データベースに重要なのは、地震調査研究推進本部が作り出したデータに

ついては、やはりもっと見える形にする。今、防災科学技術研究所のJ－SHISが全てや

っているが、少しかわいそうというか、J－SHISはJ－SHISで良いが、地震調査研究推

進本部としてもやった方が良いと思う。 
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   これを作るため、例えば関東地域の地下構造モデルというものを地震調査研究推進

本部として作っているので、やはりこれを数値データとしてきちんと公開する。これ

は論文にもなっているので、ある意味公開はされているが、地震調査研究推進本部の

どこかのページにいくと、それがすぐにダウンロードできて計算に使えるようにする

ことが、地震調査研究推進本部のアウトプットとしては非常に重要なことだと思う。 

   それから、レシピについても入倉委員が長らく作られていたものを地震調査研究推

進本部として整理されている。紙にはなっているが、これも本当は計算機のコードに

なっているものが必要、つまりデータが地下構造モデルの数値モデルがあって、それ

に基づいて計算をするコードというのが整備され、それを利用しているので、公開さ

れる必要である。これも論文になっているコードなので、研究者はそれなりに使おう

と思えばできるが、修士論文の研究をしようと思っている程度の学生でも、地震調査

研究推進本部のデータベースにいけばデータとそれを使うコードがダウンロードでき

る程度にした方が良いと私は思う。例えば、アメリカの南カリフォルニア地震センタ

ーでは、先ほど入倉委員がおっしゃたように、データも計算機のコードも標準的なも

のがダウンロードできるようになっている。これは非常に重要なことなので、結果自

体ももう少し見やすくする必要があるとともに、それを作った過程のデータに基づい

たようなものも必要と思う。 

   あと、これも自分で自分の首を絞めることになるが、やはり地域評価はもう少し頑

張っていただかないと、ちょうど熊本と鳥取は地域評価が終わったところで起きたの

で、これは大変よかったが、近畿等でも地震が起きるときに、一つ一つの活断層の確

率は結果的には30年確率は低くなっているので、地域評価を少しでも早くやる工夫を

すべきだと思う。自分で自分に言うのも変だが、事務局も少し工夫をしていただいた

方が良いと思う。 

 

（４）その他 

・地震調査研究推進本部と土木学会との連携に関する対応について、事務局より説明があ

った。主な意見は以下の通り。 

 

天野委員：事務局の説明と若干ニュアンスが違うと思うので、少し補足をさせていただく。 

この話は土木学会の方からいただいた話ではない。それで一応成果の展開というこ

とで土木学会の方に少し相談してみたところ、設計荷重、設計指針の見直しと簡単に

言うが、設計荷重が変わると世の中のインフラを全部作り直さなければならないので、

非常に経費がかかる話になるが、ちょうど土木学会の方でコンクリート構造物と鉄の

構造物の設計の考え方の整合性を確認しようという話があり、その見直しが立ち上が

りそうだということで、ではそれを見直すときにはちょうど良いので、地震調査推進

本部の方の結果を反映するようなことも考えてほしいことをお願いしたところ、それ

は良い話ということで乗っていただいた。 

   ただ、学会を動かしていることになるので、一応文部科学省からの委託事業のよう

な形をとっていただけると非常に動きやすいかと思う。それと今、根津補佐の方から

もあったが、土木学会だけの委員会で行うのでは、地震調査研究推進本部の方から大

量のデータが渡り、それを土木学会の方で全部判断するというのは少し難しい話にな

るので、出す側である地震調査研究推進本部の方である程度これまでの蓄積を整理す

るような場を作ってほしいというのが土木学会の方の立場である。 

   一応、専務理事からも前向きなお話をいただいているので、もし、本日のこの委員

会で進めるという話になれば、具体的な話を色々仲介させていただきたい。 

 

長谷川部会長：これは前々回の政策委員会・総合部会の合同会議の場で、天野委員から御
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発言があり、その後、今のお話のように天野委員の方で少しお骨折りいただき、前に

進めていただいたという経緯がある。地震調査研究推進本部の成果をどのように活用

されるかということは、これまで議論を続けてきたところなので、非常に良い場を作

っていただいた気がする。 

   私としては是非この話は進めていただき、地震調査研究推進本部の成果が少しでも

より多く活用されることにつながってもらいたいと思うので、是非進めていただきた

いと思うが、よろしいか。実際どのように進めていくかについては、今後さらに具体

的に詰めていくことになる。 

 

天野委員：谷課長と相談させていただきたいと思うので、よろしくお願いしたい。 

 

―― 了 ―― 


